
(様式―光第４号)

平成 年 月 日

財団法人　東京都環境整備公社 理事長   殿

　財団法人東京都環境整備公社が定める「住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業補助金交付
要綱」第７条第２項に基づき、下記のとおり申請します。

対象システム設置場所
住所

フリガナ
申請者氏名

補助事業番号

記

トウキョウ　タロウ

東京　太郎

支社 （

東京電力のお客様番号

住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業
太陽光発電システム総発電電力量計の撮影記録表

〒１６３－８００１

新宿区西新宿２－８－１

太陽光発電システム

１１１１１－１１１１１

東京電力支社名・番号

１２３４５－６７８９０－１－９９

31 2 ）

22 8 20

新宿

記 入 例

様式－光第４号は、申請書提出後、公社から改めて補助金交付申請に係る必要書類

提出依頼書（兼設備認定通知書）の送付があってから提出してください。。（郵送の場合

は投函日、受付窓口に持参する場合には持参する日を記入してください）

公社から送付される補助金交付申請に係る必要

書類提出依頼書（兼設備認定通知書）に、申請

者の補助事業番号が記入されています。（10桁）

総発電電力量計の指示値は、右詰で記

入してください。小数点以下は切り上げ

です

売電検針票に記載されている支社名、

番号を記入してください。

（手続代行者）

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

【総発電電力量計の撮影記録表提出時に必要な添付書類】

　１．公社が指定する月に撮影した総発電電力量計の写真（２部）

　２．東京電力株式会社が発行した売電検針票の写し（公社が指定する月分であること。）（２部）

【個人情報に関する事項】

担当者名

フリガナ

会社名

（公社使用欄）

　本申請書により得られた個人情報は、「住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業補助金交付要綱」第１７条第１項及び第２項並び
に法令に定められた場合を除き、本人の承諾なしに、第三者に提供することはありません。

平成撮影記録日 8 月 15年

総発電電力量計表示※１

（小数点以下は切り上げ）
22 2 ｋＷｈ0 0

※１　総発電電力量計表示欄には、添付の写真に表示されている指示値を記入して下さい。

1 1 ｋＷｈ売電検針票表示※２ 0 0 1

22

8 月

※２　売電検針票表示欄には、公社が指定する月に東京電力株式会社が発行した売電検針票に表示されている指示値を記
入してください。

分売電検針票の月 平成 22

6

年

日

手続を代行する場合には下記枠線内も記入してください。その場合、公社からの提出書類等の確認に関する連絡は、手続代行者に行います。

7 8
逆潮流電力量計の
計器番号（下３桁）

記 入 例

様式－光第４号は、申請書提出後、公社から改めて補助金交付申請に係る必要書類

提出依頼書（兼設備認定通知書）の送付があってから提出してください。。（郵送の場合

は投函日、受付窓口に持参する場合には持参する日を記入してください）

公社から送付される補助金交付申請に係る必要

書類提出依頼書（兼設備認定通知書）に、申請

者の補助事業番号が記入されています。（10桁）

総発電電力量計の指示値は、右詰で記

入してください。小数点以下は切り上げ

です。

総発電電力量計を撮影した月と売

電検針票の月は同月である必要が

あります。

添付書類を忘れずに提

出してください。

売電検針票に記載されている支社名、

番号を記入してください。

売電検針票に記載されている番号を記

入してください。

記 入 例

様式－光第４号は、申請書提出後、公社から改めて補助金交付申請に係る必要書類

提出依頼書（兼設備認定通知書）の送付があってから提出してください。。（郵送の場合

は投函日、受付窓口に持参する場合には持参する日を記入してください）

公社から送付される補助金交付申請に係る必要

書類提出依頼書（兼設備認定通知書）に、申請

者の補助事業番号が記入されています。（10桁）

総発電電力量計の指示値は、右詰で記

入してください。小数点以下は切り上げ

です。

総発電電力量計を撮影した月と売

電検針票の月は同月である必要が

あります。

添付書類を忘れずに提

出してください。

売電検針票に記載されている支社名、

番号を記入してください。

売電検針票に記載されている番号を記

入してください。


